
は し が き

令和6年度税制改正においては、賃金上昇が物価高に追いついていない国民
の負担を緩和し、物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが行われる経済の実
現を目指す観点から、所得税・個人住民税の定額減税の実施や、賃上げ促進税
制の強化等を行い、また、資本蓄積の推進や生産性の向上により、供給力を強
化するため、戦略分野国内生産促進税制やイノベーションボックス税制を創設
し、スタートアップ・エコシステムの抜本的強化のための措置を講ずる、とさ
れています。加えて、グローバル化を踏まえてプラットフォーム課税の導入等
を行うとともに、地域経済や中堅・中小企業の活性化等の観点から、事業承継
税制の特例措置に係る計画提出期限の延長や外形標準課税の適用対象法人の見
直し等を行う、とされています。
このような基本方針の下、令和6年度税制改正においても、多くの項目の改

正が行われることとなっていますが、そのような中でも、所得税・個人住民税
における定額減税、法人税における賃上げ促進税制の強化、イノベーションボッ
クス税制の創設などが大きな特徴となっており、交際費から除外される飲食費
に係る見直しも、実務においては、見逃せない改正となっています。
また、既に改正が行われて施行されているものではありますが、令和5年10

月1日から始まったインボイス制度と令和6年1月1日から適用されている電
子帳簿保存についても、実務対応に注意が必要となっています。
所得税・個人住民税における定額減税は、デフレ完全脱却のための一時的な

措置として、納税者及びその配偶者を含めた扶養親族1人（いずれも居住者）
につき、令和6年分の所得税3万円、令和6年度分の個人住民税1万円の減税
を実施するというものですが、合計所得金額1，805万円（給与収入2，000万円相
当）超の高額所得者は対象外とされています。
この定額減税は、周知のとおり、簡素な給付で対応するべきであるという声

が多い中で、税制措置として実施することとされたものですが、税制措置とし
て講じられたために、給与所得者、公的年金受給者、不動産所得・事業所得者
等ごとに減税方法が異なるなど、制度が複雑で分かり難くなっており、実務に
おいては、注意が必要となっています。給付で対応するべきものと税制措置で



対応するべきものの判断は、適切に行われるべきであって、無用に税制措置を
複雑にするようなことは、避けるべきです。
法人税における賃上げ促進税制の強化は、物価高に負けない構造的・持続的

な賃上げの動きをより多くの国民に広げ、効果を深めるため、賃上げ要件等に
ついて見直しを行うものとされており、従来の大企業と中小企業という枠組み
とは異なり、新たに中堅企業という枠組みを設けて、従来以上に実態に合った
措置が講じられます。この措置は、賃上げを促進するものとして、大いに期待
されるものです。
イノベーションボックス税制は、研究開発拠点としての立地競争力強化のた

め、国内で自ら研究開発した知的財産権から生ずる一定の所得について、所得
控除を行う新たな制度として創設されるものですが、我が国にとっては、中長
期的な観点からすると、非常に重要であり、あまりにも遅すぎる措置と言わざ
るを得ないものですので、来年度以降、大きく拡充するべきものと考えます。
交際費課税については、平成18年度税制改正により、会議費相当とされる1

人5，000円以下の飲食費が交際費等の範囲から除外され、全額損金算入されて
いますが、この5，000円以下とされている飲食費の金額基準が10，000円以下ま
で引き上げられます。この改正を機に、社内の交際費規定を見直すということ
があっても良いように思われます。
また、既に改正が行われて施行されているものではありますが、令和5年10

月1日から始まったインボイス制度と令和6年1月1日から適用されている電
子帳簿保存についても、実務においては、注意が必要となっています。これら
は、法令の規定上は、納税者の実態をあまり考慮せずにやや現実離れした処理
を求めているところがあり、実務家からも、疑問と懸念の声が上がっていまし
たが、実際の制度の運用においては、かなり納税者の実態に配慮した対応がな
されるとのことですので、この実際の制度の運用がどのように行われることと
なるのかということにも、注目しておく必要があります。
このように、令和6年度税制改正においても、実務上、注意を要する改正が

行われることとなっており、また、既に改正が行われて施行されているものに
ついても、注意が必要となっているものがあることに、十分、留意する必要が
あります。



なお、本書は、「令和6年度税制改正の大綱」（令和5年12月22日 閣議決定）
に基づいて起稿し、改正法律案に示された改正規定を追記する等によって作成
しており、図表に関しては、改正内容等を広くかつ正確に伝えるために、自由
民主党税制調査会に提出された資料、財務省及び総務省が作成した資料、経済
産業省等が作成した資料なども利用させて頂いているということを予めお断り
しておきます。

本書が皆様方の日々の実務に少しでもお役に立つようであれば、幸いです。

最後に、本書の刊行にご助力を賜わりました清文社の宇田川真一郎氏に編著
者を代表して御礼を申し上げます。

編著者を代表して
日本税制研究所 代表理事 朝長英樹

税理士 竹内陽一


